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税務訴訟資料 徴収関係判決 平成３１年（令和元年）判決分（順号２０１９－３３） 

さいたま地方裁判所 令和●●年（○○）第●●号 差押債権取立請求事件 

国側当事者・国 

令和元年１２月２４日認容・確定 

 

判     決 

原告          国 

同代表者法務大臣    三好 雅子 

同指定代理人      松本 亮一 

同           大岡 仁 

同           原 克好 

同           坪谷 藤之 

同           倉澤 正美 

同           岩渕 裕介 

被告          株式会社Ｙ 

同代表者代表取締役   Ａ 

同           Ｂ 

同訴訟代理人弁護士   尾﨑 達夫 

 

主     文 

１ 被告は、原告に対し、２９万２７７５円及びこれに対する令和元年６月６日から支払済みまで

年６分の割合による金員を支払え。 

２ 訴訟費用は被告の負担とする。 

３ この判決は、第１項に限り、仮に執行することができる。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

主文と同じ。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、原告が被相続人に対する租税債権を有していたところ、相続が開始し、相続人が被

告に有する預金債権を差し押さえたと主張し、被告に対し、国税徴収法６７条１項が定める取

立権に基づき、差し押さえた預金相当額２９万２７７５円及びこれに対する履行期限の翌日で

ある令和元年６月６日から支払済みまで商事法定利率年６分の割合による遅延損害金の支払を

求める事案である。被告は、相続人の一人がした相続放棄の申述が無効であって差押えに効力

がないこと、遺産分割前の預金債権は差押えによる取立てができないことを主張して争った。 

２ 前提事実（後掲証拠、弁論の全趣旨により認められる事実） 

（１）被告は、銀行法４条１項の免許を受けて銀行業を営む株式会社である。 

（２）原告（所管庁は行田税務署長）は、埼玉県行田市所在のＣ（以下「Ｃ」という。）に対し、

平成２９年９月●日現在、別紙租税債権目録１記載のとおり、既に納期限を経過した申告所
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得税等の合計２１万円の租税債権（未確定延滞税額を除く。以下「本件租税債権」とい

う。）を有していた（甲２の１）。 

（３）Ｃは、平成２９年９月●日、死亡した（甲１の１）。 

 同人の相続人は、配偶者Ｄ、子であるＥ、Ｆ及びＧである。 

 Ｄには別紙租税債権目録２記載のとおり、Ｅには同目録３記載のとおり、Ｆには同目録

４記載のとおり、Ｇには同目録５記載のとおりに納税義務が承継された。（甲１の１と２、

甲２の１ないし５、甲３ないし７） 

 行田税務署長は、平成３０年４月３日、Ｄら相続人４人に対し、各法定相続分に応じて

Ｃの納税義務が承継されたと通知した（甲８）。 

 Ｃは、平成３０年４月１８日、被告に対する普通預金債権２９万２７７５円（行田支店、

口座番号●●●●。以下「本件預金」という。）を有していた（甲９）。 

（４）行田税務署徴収職員は、平成３０年４月１９日、国税徴収法４７条１項及び６２条に基づ

き、Ｄら相続人４人が法定相続分に応じて取得した本件預金の各持分を差し押さえ、その債

権差押通知書は、同日、被告宛て交付送達された（甲１０の１ないし４、甲１１）。 

（５）Ｅは、平成３０年５月２日付けでさいたま家庭裁判所熊谷支部に対し、相続放棄の申述を

した（平成●●年（○○）第●●号、甲１２）。 

（６）原告は、平成３０年６月２７日、Ｆに対して別紙租税債権目録６記載のとおり５万７１０

０円、Ｇに対して同目録７記載のとおり５万７１００円の租税債権を有することになった

（甲２の６と７。なお、Ｅの相続放棄の申述の効力については後記のとおり）。 

 行田税務署長は、同年６月２７日、Ｄに対する分を除く３名分の差押えについて差押解

除の上、法定相続分に変更のあったＦ及びＧについて、国税徴収法４７条１項及び６２条

に基づき、それぞれ変更後の持分について本件預金の差押えを行い、その債権差押通知書

は、同日、被告宛て交付送達された（甲１５の１と２、甲１６）。 

（７）原告は、令和元年５月２８日、被告に対し、本件預金について、同年６月５日までに支払

を求めるとの差押債権支払催告書を配達証明郵便にて郵送し、同催告書は、同月２９日、被

告に送達された（甲１７の１ないし６）。 

３ 争点及び争点に関する当事者双方の主張 

 争点は、相続人の相続放棄の申述が有効か、遺産分割前の預金債権について差押えによる取

立権を行使できるか、である。 

（原告の主張） 

（１）原告は、平成３０年４月１９日、本件預金のうちＤの持分（２分の１）について差し押さ

え、同年６月２７日、本件預金のうちＦ及びＧの持分（各４分の１）について差し押さえた。 

 原告は、本件預金についてＤら相続人３人の持分すべてを差し押さえ、国税徴収法６７

条１項の規定に基づき、本件預金の取立権を取得した。 

（２）よって、原告は、被告に対し、本件預金相当額２９万２７７５円及びこれに対する履行期

限の翌日である令和元年６月６日から支払済みまで商事法定利率年６分の割合による遅延損

害金の支払を求める。 

（被告の主張） 

（１）子であり相続人であるＥがした相続放棄の申述は無効であり、相続人としての地位を承継

している。同人は、Ｃの相続人であり、Ｃの死亡後速やかにその事実を知り、自己のために
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相続の開始があったことを認識しているが、相続放棄の申述はＣの死亡日から約８か月後に

されている。したがって、相続放棄の申述は無効であり、申述の受理は、この瑕疵を治癒し

ない。 

（２）相続人全員に対して個別の租税債権を有する租税債権者は、遺産分割前においては、被相

続人の預金債権の各相続人の持分について滞納処分による差押えを行い、その取立権の行使

として当該預金債権全額の払戻しを第三者に求めることができない。 

第３ 当裁判所の判断 

１（１）前提事実のとおり、原告はＣに対し本件租税債権を有していたこと、Ｃは平成２９年９

月●日に死亡したこと、Ｃの相続人は配偶者Ｄ、子であるＥ、Ｆ及びＧであること、Ｃは

平成３０年４月１８日に被告に本件預金２９万２７７５円（行田支店、口座番号●●●

●）を有していたこと、行田税務署徴収職員は平成３０年４月１９日にＤら相続人４人が

法定相続分に応じて取得した本件預金の各持分を差し押さえたこと、Ｅは同年５月２日付

けで相続放棄の申述をしたこと、行田税務署長は同年６月２７日にＤに対する分を除く３

名分の差押えについて差押解除の上、法定相続分に変更のあったＦ及びＧについてそれぞ

れ変更後の持分について本件預金の差押えを行ったこと等が認められる。 

（２）これによると、原告はＣに対して本件租税債権を有していたところ、Ｃが死亡し、同人

が有していた本件預金について、Ｅの相続放棄の申述により、Ｄが法定相続分２分の１、

Ｆ及びＧが法定相続分各４分の１の割合により相続し、原告はＤら相続人３人の持分すべ

てに係る本件預金を差し押さえたのだから、原告は、本件預金について、国税徴収法６７

条１項の規定に基づき取立権を取得したと認められる。 

 したがって、原告の主張は理由がある。 

２（１）ア 被告は、Ｃの死亡時から３か月を経過した後に相続人であるＥが相続放棄の申述を

しており、相続放棄の申述が無効であり、相続人としてその地位を承継していると主

張する。 

イ 相続人が相続開始の原因である事実及びこれにより自己が法律上相続人となった事

実を知った場合であっても、これらの事実を知った時から３か月以内に相続放棄をし

なかったのが、被相続人に相続財産が全く存在しないと信じたためであり、かつ、被

相続人の生活歴、被相続人と相続人との間の交際状態その他諸般の状況からみて当該

相続人に対し相続財産の有無の調査を期待することが著しく困難な事情があって、相

続人においてこのように信ずるについて相当な理由があると認められるときには、民

法９１５条１項の自己のために相続の開始があったことを知った時から３か月以内と

の熟慮期間は、相続人が相続財産の全部又は一部の存在を認識した時又は通常これを

認識しうべき時から起算すべきである（最高裁昭和５９年４月２７日第二小法廷判

決・民集３８巻６号６９８頁参照）。 

ウ これを本件についてみると、被相続人であるＣは本件租税債権つまり税金を滞納し、

相続人であるＥは同人に対する本件預金の持分の差押えがされた後に家庭裁判所に対

し相続放棄の申述をしたことは上記認定のとおりである。Ｅは本件訴訟において訴訟

告知を受けたが、参加の手続をせず、主張立証をしない。Ｃが死亡時に本件預金約２

９万円以外の財産を有し、ＥがＣの死亡時にその財産を把握して認識していた又は認

識することができたとの証拠はなく、むしろＣは税金を滞納し、判明している資産は
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本件預金約２９万円というのであるから、Ｃはほかにめぼしい資産を有していなかっ

たと考えるのが自然である。そうするとＥは本件預金の差押えを機にＣの相続財産の

存在を認識したものであり、そのような認識もやむを得なかったといえる。 

 以上によれば、ＥはＣに相続財産がないと信じ、このように信ずるについて相当な

理由があると認めることが相当であって、熟慮期間は本件預金の差押えの時から起算

すべきである。したがって、平成３０年５月２日付けの相続放棄の申述は有効である

といえる。 

してみれば、被告の上記主張を採用することはできない。 

（２）ア 被告は、相続人全員に対して個別の租税債権を有する租税債権者は、遺産分割前に

おいて、被相続人の預金債権の各相続人の持分について滞納処分の差押えを行い、そ

の取立権の行使として、当該預金債権全額の払戻しを第三者に求めることはできない

と主張する。 

 その理由として、①最高裁平成２８年１２月１９日大法廷決定（民集７０巻８号２

１２１頁）は、普通預金債権は相続後も一個の債権として継続し、各相続人は確定額

の債権を有しないと明言しており、そうすると、各相続人を滞納者とする滞納処分の

債権差押えが当該相続人の普通預金債権の持分にされても、遺産分割未了の場合には

各滞納者への普通預金の帰属額は未確定であり、滞納処分による各取立権で当該普通

預金の払戻しを行使できるとするのは背理であること、②取立権は、滞納者の権利を

行使するに留まり、これを超過して滞納者が行使しえない権利をも行使可能とするも

のではないが、上記最高裁決定及び最高裁平成２９年４月６日第一小法廷判決（判例

タイムズ１４３７号６７頁）が明言しているとおり、相続普通預金債権に関し、相続

人単独での払戻請求はできないと解されており、滞納者自身はいずれも本件預金の払

戻しを請求できないのであり、そうすると、租税債権者も取立権の行使として払戻し

の請求ができないこと、③滞納処分は当該処分の滞納者以外の者に帰属する本件預金

の部分には及んでおらず、租税債権者が受領する権限はなく、その部分を他人の滞納

税金に充てることもできないのであり、本件預金の具体的帰属が確定しないといくら

の税金が支払われたことになるのかがわからないなど、深刻な問題点が生じ、錯綜す

る複雑な法律関係が生じてしまうことを挙げる。 

イ しかし①と②については、上記最高裁決定及び判決は、預金者が死亡することによ

り、普通預金債権は共同相続人全員に帰属するに至るところ、上記各債権は預貯金契

約上の地位を準共有する共同相続人が全員で預貯金契約を解約しない限り、同一性を

保持しながら常にその残高が変動し得るものとして存在し、各共同相続人に確定額の

債権として分割されることはないと判示しているものであって、遺産分割未了の場合

において、共同相続人全員に対する債権（相続債務）の満足に充てるために、共同相

続人全員の準共有持分を差し押さえてこれを取り立てることができないと判示してい

るものではない（「最高裁判所判例解説」法曹時報６９巻１０号３３１頁参照）。した

がって、上記最高裁決定及び判決を根拠として本件預金の差押えと取立権の行使に効

力がないとはいえない。 

 ③については、本件においては、Ｃが本件租税債権の支払義務を負い、本件預金を

有していたところ、原告はＣの相続人全員の持分全てに係る本件預金を差し押さえて
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おり、これは滞納者の相続人が一人である場合に相続した預金を差し押さえる場合と

実質的に異ならず、このような場合に錯綜する複雑な法律関係が生じるとはいえない。 

 以上によれば、被告の主張を採用することはできない。 

３ よって、原告の請求は理由があるからこれを認容することとして、主文のとおり判決する。 

 

さいたま地方裁判所第６民事部 

裁判官 斎藤 清文 
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別紙 省略 


